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1974年 5月，複製版，原版の刊行は 1886年），内閣記録局（編）『明治職官沿革表 官廨部』（国書刊行会，1974
年 6月，複製版，原版の刊行は 1886年），国史大辞典編集委員会（編）『国史大辞典』（全 15巻）（吉川弘文館，
1979年 3月―1997年 4月），大久保利謙（監修）『明治大正日本国勢沿革資料総覧』（全 4巻）（柏書房，1983年 10月），
岩波書店編集部（編）『近代日本総合年表』（第二版）（岩波書店，1984年 5月），木村礎・藤野保・村上直（編）














【1868 年】（慶応 3年 12月 7日から明治元年 11月 18日）
23．「兵燹水災ニ罹リ難渋ノ者ヲ査点録上区々ナカラシム」（明治元戊辰年 10月，第 923）（11月 14
日から 12月 13日）【罹災者救援】
24．「治河使被設ニ付府藩県ヲシテ水利ノ道ヲ起サシム」（明治元戊辰年 11月 6日，第 939）（12月
19日）【災害予防】【災害復旧】
25．「関東諸県ヲシテ取箇目録ヲ進致セシム」（明治元戊辰年 11月 9日，第 944）（12月 22日）【罹
災者救援】【災害復旧】
26．「治河使ヲ置カレ府藩県水利興起ノ布告ヲ改ム」（明治元戊辰年 11月 15日，第 960）（12月 28日）
【災害復旧】
補遺 1．「徳川氏ノ采地及賊徒ノ所領ヲ検覈シ窮民撫育ノ朝旨ヲ告諭セシム」（明治元戊辰年 2月，
第 125）（2月 23日から 3月 23日）【罹災者救援】
補遺 2．「諸国私領寺社領ノ村高帳ヲ進致セシメ諸藩預所䮒代官支配所等ヨリ村高帳其他帳簿ヲ進
致セシム」（明治元戊辰年 4月 7日，第 220）（4月 29日）【災害予防】
補遺 3．「土砂留役人廻村廃止」（明治元戊辰年 4月 27日，第 268）（5月 19日）【災害予防】
補遺 4．「米価騰貴ニ付本年醸酒高三分ノ一ニ減セシム」（明治元戊辰年 8月 13日，第 623）（9月 28日）
【その他②】
補遺 5．「東京　行幸ニ付沿道府藩県心得方ヲ定ム」（明治元戊辰年 8月 28日，第 685）（10月 13日）
【罹災者救援】
補遺 6．「韮山県及関東諸県ヲシテ旧旗下上知村々本年貢租ヲ徴収セシム」（明治元戊辰年 9月 29日，
第 798）（11月 13日）【罹災者救援】
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【1869 年】（明治元年 11月 19日から明治 2年 11月 29日）
 1．「褒賞賑恤ノ典御挙行ノ趣旨ヲ体シ府藩県ヲシテ窮民ヲ撫育セシム」（明治元戊辰年 11月 25日，
第 989）（1月 7日）【罹災者救援】
 2．「治河使旗章ヲ定ム」（明治元戊辰年 12月 2日，第 1021）（1月 14日）【災害予防】【組織職掌】
 3．「諸国川々国役金上納ヲ須ヒス既納ノ者ハ之ヲ還付ス」（明治元戊辰年 12月 9日，第 1061）（1
月 21日）【経費事務】
 4．「取箇帳䮒村方渡米金取調帳様式ヲ定ム」（明治元戊辰年 12月 18日，第 1100）（1月 30日）【災
害予防】【罹災者救援】【災害復旧】


















※ 1　明治元年の水害の状況については，星為蔵「明治気象災害年表」（『測候時報』，第 42巻，第 11号，1975年 11月），
373頁を見よ。
※ 2　報告を集約しない，現地での施策の実施に供する目的での災害調査 /被害状況調査の規定は，本件よりも先，





















































































※ 4　「三職分課職制ヲ定ム」（明治元戊辰年正月 17日，第 36），「政体ヲ定ム」（明治元戊辰年閏 4月 21日，第
331）の二項に付した註を参照せよ。
※ 5　松浦茂樹・藤井三樹夫「明治初頭の河川行政」（『土木史研究』，第 13号，1993年 6月），157―158頁。
※ 6　同前，158頁。河川工事の領域では明治初期まずオランダの技術が導入されるが，このオランダの治水技術
をもたらした主要人物であるファン・ドールン Cornelis Johannes van Doornの来日は明治 5年 2月，デ・レー
ケ Johannes De Rijkeの来日は明治 6年 9月であった（参照，栗原東洋『治山治水行政史研究の一試論』，総理
府資源調査会地域計画部会，1955年 2月，はしがき，第 1章および第 2章）。











































県奉職規則」（明治 2己巳年 7月 27日，第 675）の項（後掲）を参照せよ。
※ 2　大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』（所収，大内兵衛・土屋喬雄（編）『明治前期財政経済史料集成
　第二巻』，原書房，1978年 12月，復刻版，原版の史料集成改造社版は 1932年 6月刊），32頁。
※ 3　災害調査 /被害状況調査としては，「兵燹水災ニ罹リ難渋ノ者ヲ査点録上区々ナカラシム」（明治元戊辰年 10
月，第 923），取箇調査 /被害額調査としては，「関東諸県ヲシテ取箇目録ヲ進致セシム」（明治元戊辰年 11月 9日，
第 944），「取箇帳䮒村方渡米金取調帳様式ヲ定ム」（明治元戊辰年 12月 18日，第 1100）などがある。

















































計官出張賑恤ヲ施行セシム」（明治元戊辰年 5月 24日，第 419）や「天災兵害ノ余ニ付府藩県ヲシ
テ便宜賑恤ヲ施行セシム」（明治元戊辰年 6月 22日，第 502）などを見ると，これは明らかである。
この路線は，数年を待たずして後景に退くが，政府が災害対策を語る際の姿勢として，明治最初年
の特徴である※1。



















※ 1　民政役所は内国事務局に置かれた民政掛が改称したものである（明治元年 3月 12日）。参照，『太政類典』，




















元年第 858のあとも，「定免切替伺其他租税取計及諸帳簿進致ノ方ヲ定ム」（明治元戊辰年 12月 24日，
第 1144）（後掲）を始めとする複数の達を発して，府県に対し繰り返し村鑑帳の作成と提出を促し





















































業史発行所，再版，1931年 4月，初版は 1929年 7月刊），318―324頁，水本邦彦「土砂災害と土砂留」（同『草
山の語る近世』，山川出版社，2003年 7月，第 5章）も，参照せよ。
※ 2　『日本砂防史』には，明治元年 4月 5日，大阪裁判所が摂津尼崎藩主松平遠江守（松平忠興）に対し，「是迄
山城摂津河内国村々江土砂留役人ト唱令回村候儀被廃候」との達を発したという記事がある（『日本砂防史』，






























高ノ三分一造ト相心得可申」）。参照，「諸国凶歉ニ付酒造免許高ノ三分一ヲ造ラシム」（明治 2己巳年 11月 3日，
第 1037）。











沿道水害ノ橋梁ヲ再造シ又ハ修復ノ意見ヲ開申セシム」（明治元戊辰年 10月 13日，第 842）の項を見よ。


































県租税ノ徴収旧政府引付ヲ以テ査点セシム」（明治元戊辰年 9月 28日，第 796）［前掲］の内容を
踏まえたものである（ほぼ同一）。
　水害罹災者に対する（被災農地に関する）租税上の措置という点では，明治元戊辰年 9月 28日














































※ 1　「府県ヲシテ養老ノ典ヲ挙行セシム」（明治元戊辰年 7月 6日，第 533），「宮堂上䮒諸藩中下大夫上士ヲシテ
























































※ 1　本件については，「治河使ヲ置ク」（明治元戊辰年 10月 28日，第 904）の項も参照せよ。


















































































（明治元戊辰年 11月 6日，第 939）の項を参照。
【註3】「明治元年一月ヨリ八年六月ニ至ル歳入出決算報告書」（明治13年2月13日，太政官達）中の「自
慶応三年十二月至明治元年十二月第一期歳入出決算表」によれば，該期において，《堤防，道路，





















（明治 2年 11月，第 1086）により再開された※2。
※ 1　「関東川々堤防国役金ヲ徴集ス」（明治元戊辰年 8月，第 709）。
※ 2　諸川堤防普請のための国役金に関しては，「関東川々堤防国役金ヲ徴集ス」（明治元戊辰年 8月，第 709）の
項を参照せよ。また，「諸県川々国役金ヲ徴収ス」（明治 2年 11月，第 1086）の項（後掲）も見よ。
【註 2】「明治元年一月ヨリ八年六月ニ至ル歳入出決算報告書」（明治 13年 2月 13日，太政官達）中「自
慶応三年十二月至明治元年十二月第一期歳入出決算表」の「歳入ノ部」には，《川々国役金》の項






























































※ 6　「関東川々堤防国役金ヲ徴集ス」（明治元戊辰年 8月，第 709）は，本文中に「別紙」の存在を書き記してい
るものの，別紙それ自体についてはこれを欠くとして掲載していない。この点，当該項目を参照せよ。






























































































いては明治 2年 11月 17日に「御取箇帳様式ヲ定ム」（明治 2己巳年 11月 17日，第 1061）が，郷














※ 4　この点を例証する文書としては，「租税並ニ出納勘定仕上規則改正」（明治 4辛未年正月 13日，太政官 17）
がある。



























































































治元戊辰年 12月 7日，第 1046），「南部利剛ノ家名ヲ立テ更ニ十三万石ヲ賜フ」（明治元戊辰年 12月 7日，第
1047），「酒井忠篤ノ家名ヲ立テ更ニ十二万石ヲ賜フ」（明治元戊辰年 12月 7日，第 1048），「牧野忠訓ノ家名
ヲ立テ更ニ二万四千石ヲ賜フ」（明治元戊辰年 12月 7日，第 1049），「阿部正静ノ家名ヲ立テ更ニ六万石ヲ賜
フ」（明治元戊辰年 12月 7日，第 1050），「丹羽長国ノ家名ヲ立テ更ニ五万石ヲ賜フ」（明治元戊辰年 12月 7日，
第 1051）。「領土に関する処分を受けた諸藩の没収地を総計すると，89万 4800石にのぼり，それは，奥羽諸藩





治元戊辰年 12月 7日，第 1045）を見よ。尚，奥羽民政取締には，12月 23日に新庄藩主戸沢中務大輔（戸沢正実）
明治前期の災害対策法令（その 2）184














越中守ノ南部彦太郎旧領取締ヲ免ス」，明治 2己巳年 2月 8日，第 138，「大関美作守ヲシテ南部彦太郎旧領ヲ
提理セシム」，明治 2己巳年 2月 8日，第 139，「松平大和守ヲシテ伊達亀三郎旧領ヲ提理セシム」，明治 2己





















「御東幸沿道水害ノ橋梁ヲ再造シ又ハ修復ノ意見ヲ開申セシム」，明治元戊辰年 10月 13日，第 842の項を，参
照せよ）。また，水害罹災者の救助や堤防工事の資金として楮幣（太政官札）を用いる場合には，その価値下























※ 13　すなわち，「奥羽両国ヲ七国ニ分チ国郡石高ヲ定ム」（明治元戊辰年 12月 7日，第 1038），「佐竹右京大夫以
下十一名ニ奥羽御領民政取締ヲ命ス」（明治元戊辰年 12月 7日，第 1045），「戸沢中務大輔以下四名ニ奥羽民
政取締ヲ命ス」（明治元戊辰年 12月 23日，第 1129）。
※ 14　「岩代国巡察使ヲ置ク」（明治 2己巳年 5月 18日，第 463）。
【註 2】明治 2年 2月 4日，政府は奥羽民政取締諸藩に対して「諸藩取締奥羽各県規則再達」（明治





















藩取締地ヲ酒田県ニ支配セシム」（明治 2己巳年 8月 18日，第 749），「久保田新発田二藩取締地ヲ


















































※ 21　四条隆平。明治元年正月 10日，北陸道鎮撫副総督。2月 7日，参与。4月 19日，新潟裁判所総督兼北陸道
鎮撫副総督。7月 27日，これまでの職務を免ぜられ，新たに越後国柏崎県知事に任ぜられる（9月 8日まで）。
9月 8日，越後府知事（10月 28日まで）。9月 14日，侍従。明治 2年 5月 18日，岩代国巡察使（8月 25日まで。
同日岩代国巡察使廃使）。9月 3日，若松県知事。（以上，日本史籍協会（編）『百官履歴　二』，315―316頁。）






※ 24　坊城俊章。明治元年 2月 20日，参与。同日，弁事加勢。3月 1日，弁事。4月 5日，外国事務局権輔。8月，
摂泉防禦総督。9月 14日，左少弁。明治 2年 6月 14日，三陸巡察使。6月 18日，磐城国巡察兼務。8月，三
陸巡察使を免ぜられ，三陸磐城両羽按察使となる（8月 5日，三陸磐城両羽按察次官）。明治 3年 9月 24日，
山形県知事。（日本史籍協会（編）『百官履歴 一』，182―184頁。）
※ 25　「三陸巡察使ヲ置ク」（明治 2己巳年 6月 14日，第 536）。
※ 26　「三陸巡察使ヲシテ磐城国ヲ巡察セシム」（明治 2己巳年 6月 18日，第 546）。巡察使の任免，派遣の実際に
関しては，松尾正人「維新政権の直轄県政―東北県政を中心として―」，63頁掲載の表を参照せよ。
2．明治 2年 7月 8日に行われた官制改革により，地方行政監察機関として按察使が設けられ（「掌
按察府藩県政績」）※27，8月 5日には岩代国白石に三陸両羽磐城按察府が置かれた※28。これによっ
て三陸巡察使は消滅した。さらに 8月 25日には岩代国巡察使が廃止され※29 ※30，9月 2日には按察
使の地方行政監察の職務が明定された（「今般按察使トシテ被遣候付而ハ藩県ノ政績ヲ熟察シ地方
官ト戮力協心専ラ　御趣意ヲ奉体シ政教治化其道ヲ尽シ上下之情ヲ貫通セシム可ク候事」）※31。明
治 2年 8月 18日の東北地方における若松県以下十県の設置と相前後して，三陸と岩代国の二つの
巡察使が廃止され，替わって同じく地方行政監察機能を担うものとして，新たに三陸両羽磐城按察
府が置かれたのである。







分行政監察機能と非常時に対する警戒機能が前面に出た※32。明治 3年 2月 20日，按察使の管轄は
若松県にまで広がったが（「若松県自今七州諸県同様管轄ニ被　仰付候事」）※33，同年 9月 28日をもっ
て按察使は廃止された※34。尚，按察使は，明治 2年 12月 5日から同 3年 6月 20日まで，越後に
も置かれた※35。
※ 27　「職員令並官位相当表」（明治 2己巳年 7月 8日，第 622）。
※ 28　「按察府ヲ岩代国白石ニ置ク」（明治 2己巳年 8月 5日，第 710）。按察使が新政府の東北統治において果たし
た役割，さらに按察府官員の構成などについては，松尾正人「維新政権の直轄県政―東北県政を中心として―」，
63―72頁を参照せよ。
※ 29　「岩代国巡察使ヲ廃ス」（明治 2己巳年 8月 25日，第 809）。
※ 30　明治 2年 8月 25日若松県治に係る岩代国巡察使が廃止された。若松県は白石に置かれた三陸両羽磐城按察
府（8月 5日設置）の管轄外にあったため，岩代国巡察使廃止によりしばらくの間（明治 3年 2月 20日まで）
中央の行政監察機関による監察からはずれることになった（参照，内閣記録局（編）『明治職官沿革表 職官部』，
34―35頁，「按察使ヲシテ若松県ヲ管轄セシム」，明治 3庚午年 2月 20日，第 114。尚，『明治職官沿革表 職官部』
記載の巡察使や按察使の設置の日付けは，『法令全書』収載の，これら機関の設置を令した諸法令の日付けと，
一部異なるところがある。本資料では，日付けはすべて『法令全書』に拠った）。
※ 31　「按察使ヲシテ藩県ノ政績ヲ熟察セシム」（明治 2己巳年 9月 2日，第 839）。
※ 32　按察使（按察府）は，明治 3年 3月に設置された民部省石巻出張所とともに，「東北地方における統一・集
権的な支配の強化を指向した」民部・大蔵省の急進的な政策実施の拠点とされた（松尾正人「維新政権の直轄
県政―東北県政を中心として―」，103―106頁）。
※ 33　「按察使ヲシテ若松県ヲ管轄セシム」（明治 3庚午年 2月 20日，第 114）。




※ 35　「越後按察使ヲシテ地方官ト戮力布政施治ノ道ヲ尽サシム」（明治 2己巳年 12月 5日，第 1119），「越後按察
使ヲ廃ス」（明治 3庚午年 6月 20日，第 415）。
